
平成２８年度　施策評価シート

１　施策の位置付け

B

4

2

２　施策の指標における成果

％

％

％

人

人

３　施策を構成する事務事業の評価（取り組み別）

1

４　施策の評価

　○　事中評価

(1)

(2)

(3)

　○　事後評価

(4)

所属 企画政策部秘書広報課 職名 課長 氏名 手塚　真次

所属 企画政策部 職名 部長 氏名 古畑　耕司

都市交流事務諸経費 秘書広報課 196 313 予算対応 維持維持 ⑤

取り組み⑤ 姉妹都市との交流の推進

手段 姉妹都市間で、市民による相互訪問や物産展をより効果的に実施し、双方向の訪問や購買の活発化を推進します。

番号 施策を構成する事務事業名 担当課
事業費

重点化
方向性

H27 H28 H29 コスト成果 記号

16,452 ― 17,072 17,000

基本戦略 住みよい持続可能な地域の創造

重点プロジェクト 地域資源を生かした交流の推進

施策 新たな交流・集客の推進

目的
都市部をはじめとする市外在住者を対象に、地域資源を生かした交流・集客の機会を創出するとともに、市民や来訪者の交流を促す場を整備すること
等を通じて、スポーツ・文化・商業・コミュニティー等の活性化を図ります。

指標
単
位

基準値 達成値 目標値

H25 H26 H27 H28 H29 H29

70.0

市民 中心市街地への来街者が2時間以上滞在する割合 ― 20.3 19.5 23.0

市民 中心市街地に月2回以上訪れる市民の割合 ― 54.2 58.4

その他
成果

30.0市民
歴史文化遺産を活用した交流活動が盛んに行われていると感じる
市民の割合

― 28.6 29.6

統計 姉妹都市からの来訪者数 336 ― 288 340

統計 短歌フォーラムへの投稿者数

役割分担の妥当性 都市交流協会が主体となり事業を実施しているが、幅広く交流を行うため関係団体との連携を図る。

施策指標の分析

評価者

評価視点 評価コメント

事業構成の適正性 姉妹都市との交流事業を継続し、市民の理解と関心の向上を図り、新たな交流の支援を行う。

事業の重点化

作成者



平成２８年度　事務事業評価シート

○実施計画

予算額 計画額

予算対応

○評価指標

○事中評価

○事後評価

部課等 企画政策部秘書広報課 職名 係長 氏名 小澤　秀美 連絡先（内線）

部課等 企画政策部秘書広報課 職名 課長 氏名 手塚　真次 連絡先（内線）

年度別
事業内容

平成27年度（1年次） 平成28年度（2年次） 平成29年度（3年次）

事務事業名 都市交流事務諸経費 担当課 秘書広報課

概要

対象：

新/継
意図：

B-4-2-5

ソフト
継続

○姉妹都市との交流 ○姉妹都市との交流 ○姉妹都市との交流

市民団体、姉妹都市の市民 体系
手段： 姉妹都市相互の交流活動を支援する。

姉妹都市の理解と、市民生活の向上を発展を促進する。 区分

一般

財源

決算額 （千円） （千円）

特定 一般 196 特定

196

評価指標
H27 H28 H29

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値

25

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

姉妹都市交流事業数 10 19 25 7

4 1 2 ③ 4 現状維持

やや
高い

高い 低い
やや
低い

総合評価判定 総合評価

評価視点 今後の方向性

妥当性 有効性 効率性 成
果
の
方
向
性

拡充 ④ ② ①　

1 2 ③ 4 1 2 ③

コスト投入の方向性

縮小 ⑥

　A：計画どおりに事業を進めることが適当
　B：事業の進め方の改善の検討
　C：事業規模・内容・主体の見直し検討
　D：事業の統合・休廃止の検討

Ａ
皆減 縮小 現状維持

休廃止 ⑦

やや
高い

高い 低い
やや
低い

やや
高い

拡大

高い低い
やや
低い

当年度開始後、約
6ヶ月が経過し新た

に生じた問題等
姉妹都市交流協会への補助金の基準を明確化するとともに、事業及び組織の見直しが必要と考える。

新年度の予算要
求事項

（改革・改善案）

平成２９年度に予定していたミシャワカ市との周年イベントの開催を見直したため、周年イベントに係る予算の増
額は行わない。

区分 年間（4月～3月）

作成担当者

最終評価者

取組内容

成果

課題

1315

1340

第1次評価コメント 計画どおり実施

第2次評価コメント －

（千円）

313

313

特定

③ ⑤　レ

20

一般



平成２８年度　施策評価シート

１　施策の位置付け

Ｂ

6

2

２　施策の指標における成果

箇所

％

ｍ

施設

％

％

％

ｇ/人日

ｔ/年

％

戸

３　施策を構成する事務事業の評価（取り組み別）

1

４　施策の評価

　○　事中評価

(1)

(2)

(3)

　○　事後評価

(4)

所属 企画政策部 職名 次長 氏名 塩川　昌明

所属 企画政策部 職名 部長 氏名 古畑　耕司

―

統計 塩尻駅北地区区画整理事業の進捗度 ― 0.0 2.7

　公共施設等の整備、更新、維持管理、運営において、民間委託、指定管理者制度やＰＦＩなどのＰＰＰ手法を含め、民間事業者
の技術・ノウハウ、資金等を活用した最も効果的・効率的な手法を検討する。

施策指標の分析

作成者

取り組み④ ファシリティマネジメントの実行

手段

公共施設の更新や統廃合、長寿命化等を推進するため、総務省の指針に基づき、塩尻市公共施設等総合管理計画を策定し、長期的視点に立った
更新、統廃合等の実施方針を定めます。
また、先行的に、福祉施設、やすらぎ施設等について、維持管理の適正化を図るとともに、中長期的な視点に立った整備と運営・管理体制を検討しま
す。

番号 施策を構成する事務事業名 担当課

評価視点 評価コメント

事業費
重点化

コスト成果 記号

縮小維持 ③財産管理事務諸経費 財政課 7,722 64,500

評価者

予算対応 △

方向性

H27 H28 H29

事業構成の適正性
　公共施設等総合管理計画に基づき、長期的視点をもって、公共施設の更新・統廃合・長寿命化などを総合的に行うことにしてお
り、施策目的の貢献度は高い。

事業の重点化
　平成２７年度に策定した公共施設等総合管理計画に基づき、平成２８年度は、公共施設白書を策定し、施設評価を行うととも
に、施設類型ごとの具体的な対応方針を定める個別施設計画を順次策定する。

役割分担の妥当性

市民 ごみ処理のための施設が整備されていると感じる市民の割合 ― 53.3 58.6 55.0

7,040

340

0.0 0 18

6,420

345 ― 337

その他
成果

30%以上

統計 家庭系もえるごみ量（市民1人1日当たり）

統計 ごみの資源化率 ― 0

市民
ごみの減量に向けた分別やリサイクルが盛んであると感じる市民
の割合

― 75.0

統計 事業系もえるごみ量 6,927 0

7.4

統計 優良建築物等整備事業による集合住宅整備戸数

69.6 69.4

796

統計 公共施設の除却、統合件数(累計) ― 0 8 14

統計 長寿命化計画による管更生延長（ヒューム管・陶管） 88 ― 88

28.5

統計 橋梁長寿命化修繕計画による修繕箇所数（橋梁） ― 16 17 18

統計 鉛製給水管の解消率 ― 73.9 82.8 100

指標
単
位

基準値 達成値 目標値
H25 H26 H27 H28 H29 H29

基本戦略 住みよい持続可能な地域の創造

重点プロジェクト 危機管理の強化と社会基盤の最適活用

施策 都市インフラの長寿命化・再構築と公共施設等の維持管理の最適化

目的
道路、橋梁、上下水道、ごみ処理施設、公共施設等の適切な維持管理による長寿命化と長期的視点に立った統廃合等の検討を進め、適切な管理
運営と施設配置を推進します。また、ごみの減量化やリサイクルを促進するとともに、民間が所有する空き家や空地の有効活用と都市基盤の集約化
を進めます。



平成２８年度　事務事業評価シート

○実施計画

予算額 計画額

○評価指標

○事中評価

○事後評価

部課等 職名 氏名 連絡先（内線）

部課等 職名 氏名 連絡先（内線）

市有財産の管理及び処分等、公共用地及び市有財産の登記に関する事務、
固定資産台帳の整備と公共施設総合管理計画の策定

新/継 継続

意図： 市有財産の適正な管理と有効活用 区分 ソフト

事務事業名 財産管理事務諸経費 担当課 財政課

概要

対象： 市有財産全体 体系 　B-6-2-4

手段：

0 一般 7,722 一般 1,361

年度別
事業内容

平成27年度（1年次） 平成28年度（2年次） 平成29年度（3年次）

○建物、土地等の調査・管理
○固定資産台帳の整備

7,722

固定資産台帳の整備・ｼｽﾃﾑの導入
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　10,222
　
※その他の事業費は予算対応

固定資産台帳ｼｽﾃﾑの運用・保守
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  1,361
　
        ※その他の事業費は予算対応

財源

決算額 （千円）

特定

○建物、土地等の管理・処分
○固定資産台帳の整備・システムの
　 導入

○建物、土地等の管理・処分
○固定資産台帳システムの運用・保
　 守

（千円） （千円）

特定 0 一般 10,222 特定 0

評価指標
H27 H28 H29

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値

市有財産の処分 3 10 6 3 66

③

妥当性 有効性

4

評価視点 今後の方向性

1 2 ③ 4 1 2

効率性 成
果
の
方
向
性

1 ② 3 4

④　 ② ①　拡充

現状維持 ③　レ ⑤

－

　A：計画どおりに事業を進めることが適当
　B：事業の進め方の改善の検討
　C：事業規模・内容・主体の見直し検討
　D：事業の統合・休廃止の検討

Ｃ
皆減 縮小 現状維持

やや
高い

高い 低い
やや
低い

やや
高い

高い 低い 縮小
やや
低い

やや
高い

高い ⑥低い
やや
低い

成果

課題

当年度開始後、約
6ヶ月が経過し新た

に生じた問題等

　市街化調整区域に立地する施設等は、都市計画法などの規制があるため、有効活用や処分が難しい。また、
建物付での処分が難しい物件については、土地開発公社に更地での処分を依頼するなど、個別に手法を検討す
る必要がある。

新年度の予算要
求事項

（改革・改善案）

　平成２８年度に整備する公共施設白書により、個別施設ごとの老朽化度、維持管理コスト、課題などを明らかに
し、施設類型ごとの特性に応じた個別施設計画を順次策定する。

区分 年間（4月～3月）

拡大

コスト投入の方向性

取組内容

総合評価判定 総合評価 休廃止 ⑦

第1次評価コメント 計画どおり実施

第2次評価コメント

作成担当者 企画政策部財政課 係長 塩原　正樹 1363

最終評価者 企画政策部財政課 課長 塩川　昌明 1360



平成２８年度　施策評価シート

１　施策の位置付け
B

6

3

２　施策の指標における成果

％

％

円

％

％

％

％

３　施策を構成する事務事業の評価（取り組み別）

1

2

3

4

新規

1

2

3

1

1

2

1

４　施策の評価

　○　事中評価

(1)

(2)

(3)

　○　事後評価

(4)

所属 企画政策部企画課 職名 課長 氏名 高砂　進一郎

所属 企画政策部情報政策課 職名 課長 氏名 金子　春雄

所属 企画政策部 職名 部長 氏名 古畑　耕司

予算対応

統計調査諸経費 企画課 1,223 503 予算対応

番号

取り組み④

手段 マイナンバー（社会保障・税番号制度）により、住民サービスの向上、情報連携等の費用削減や、業務効率の向上を図ります。

マイナンバーによる住民サービス

役割分担の妥当性
・「民間活力導入事業」「知の拠点推進事業」により、大手民間企業や大学の持つスキル、ナレッジを行政経営に活用でき、共創のプ
ラットフォームができつつある。これを機能的にマネジメントしていく庁内組織が必要である。
・電算システムの改修は、担当課が専門的なシステムに対応し、全体的なシステムを情報政策課が対応している。

住民情報等電算システム管理事業

― ―

―

手段
地域課題の範囲に合わせた近隣広域圏や隣接市町村との政策連携、事務連携、共同イベント、各種研究等を展開し、広域的な地方創生を促進しま
す。

重点化
方向性

事業費

記号

― ―

番号

6,220

評価者

評価視点

財政管理事務費 財政課 83,139 6,593

事業費

26,972

取り組み⑥ 広域連携の推進

予算対応

H27 H28

重点化

評価コメント

事業構成の適正性

・戦略的な行政経営を推進するため、行政経営システムにより構築したＰＤＣＡサイクル・行政評価をベースに、民間活力導入事業も加
え、次期中期戦略の策定を内製化する。その課程に、地域課題解決のための共同研究結果も投下するため、使命を果たした「知の拠
点推進事業」をスクラップする。
・マイナンバーについては、国の制度改正による対応を行っている。

現状維持 縮小 ③

施策を構成する事務事業名 担当課

適正課税と収納率向上の取り組み、国・県補助金、有利な起債の活用などにより財源の確保を図るとともに、事務事業の見直し等による経費の節減を
徹底し、長期財政推計に基づき、プライマリーバランスの黒字化を図りながら、自律的で持続可能な財政運営を行います。

コスト

方向性

H27 H28 H29 成果

広域行政推進事業 企画課 10,498 12,969 予算対応

H29 成果

基金積立金 財政課 751,351 61,234 予算対応 ― ― ―

作成者

コスト 記号
番号 施策を構成する事務事業名 担当課

事業費
重点化

記号

― ― ―

情報政策課

施策を構成する事務事業名 担当課

―

施策指標の分析

事業の重点化
・内製化する次期中期戦略は、課題解決型庁内シンクタンク「地方創生共創推進プロジェクトチーム」を母体に原案をまとめ、地域ス
テークホルダーや首都圏の大手企業、プロフェッショナル人材等とも協力して策定するため、関連事業の重点化を図る。
・マイナンバーについては、組織内の多岐にわたるシステム変更を総合的に対応している。

取り組み⑤ 持続可能な財政運営

手段

企画課 ―

― ― ―

拡充 維持

― ― ―

休廃止 皆減 ⑦

3,500 ◎

行政評価推進事業 企画課

1,762 0 ×

企画調整事務費 企画課 3,274 3,130 予算対応 ―

民間活力導入事業

事業費
重点化

方向性

H27 H28

方向性

― ― ―

982

131 275 予算対応

重点化
H29

H29 成果 コスト 記号

H27

96.51

国勢調査諸経費 企画課 22,986

手段
行政経営システムにより、第五次総合計画の進行管理、行政評価の推進、効率的な組織運営等、事業目標の達成を図ります。また、戦略的な行政経
営を図るため、民間活力を導入し、地域課題の解決策を企画立案するとともに職員の人材育成を行い、次期中期戦略を内製化します。

番号 施策を構成する事務事業名 担当課

95.50

その他
成果

取り組み① 戦略的な行政経営の推進

統計 市税の収納率 95.35 96.18

成果 コスト 記号

企画課

統計 将来負担比率 49.9 41.4 43.7 100%以内

統計 実質公債費比率 7.4 6.9 7.2 12.5%以内

11億5,800万

市民 市民による行政サービスの満足度（窓口対応） ― 81.6 83.5

100

統計 嘱託員に係る人件費（報酬総額） ― 12億4,100万 10億2,454万円

統計 第五次総合計画施策指標の達成率 ― 0.0 ―

― 53.8 58.6 58.0

86.0

市民 職員の対応に好感を持つことができると感じる市民の割合

行政機能の効率化の検討

目的
本戦略の適正な進捗管理を行うとともに、職員の政策立案能力の向上等の人材育成、アウトソーシングも含めた適正な定員管理と人員配置、持続可
能な財政運営等を進めることで、効率的、効果的な行政運営を推進します。

指標
単
位

基準値 達成値 目標値

H25 H26 H27 H28 H29 H29

基本戦略 住みよい持続可能な地域の創造

重点プロジェクト 危機管理の強化と社会基盤の最適活用

施策

― ―

取り組み② 政策立案能力の向上

手段
住民ニーズに対応した政策を立案する能力の向上を図るため、文書事務や法制執務の研修や文書責任者会議を開催するとともに、通常業務を通じた
指導を徹底します。

番号 施策を構成する事務事業名 担当課
事業費

拡充 維持 ②

知の拠点推進事業 企画課

149 3,451 予算対応 ―

作成者

― ― ―

②

2,500 2,500 ○ 拡充 維持 ②

次期中期戦略策定事業 企画課

H28

方向性

H27 H28 H29 成果 コスト

基幹統計調査諸経費



平成２８年度　事務事業評価シート

○実施計画

予算額 計画額

○評価指標

○事中評価

○事後評価

部課等 企画政策部企画課 職名 主任 氏名 北野　幸徳 連絡先（内線）

部課等 企画政策部企画課 職名 課長 氏名 高砂　進一郎 連絡先（内線）最終評価者 1350

取組内容

成果

課題

第1次評価コメント 計画どおり実施

第2次評価コメント －

作成担当者 1352

皆減 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

やや
高い

当年度開始後、約
6ヶ月が経過し新
たに生じた問題等

新行政評価システムを構築し、H27年度事後評価まで１年間運用をしたところ。予算編成との連動性を強化する
ことで行政評価に対する職員の意識は確実に向上している。しかしながら、職員の「評価力」向上に加えて、来
年度は次期中期戦略と連動させた実施計画（H30-32）を策定する必要があるため、行政評価と実施計画、中期
戦略が効果的に連動するよう政策体系のロジックを職員に浸透させる必要がある。

総合評価 休廃止 ⑦

新年度の予算要
求事項

（改革・改善案）

新年度は、次期中期戦略の策定と行政経営システムを効果的に連動させるため、実施計画の策定に併せて、
H29事中評価のスケジュールを１ヶ月前倒しして実施する必要がある。また、実施計画の策定にあたっては、政
策体系のロジックを職員に理解を深めてもらうため、本年度行政評価のスポット研修をお願いした稲沢克祐先
生（関西学院大学）による研修を企画したい。

区分 年間（4月～3月）

　A：計画どおりに事業を進めることが適当
　B：事業の進め方の改善の検討
　C：事業規模・内容・主体の見直し検討
　D：事業の統合・休廃止の検討

B

やや
低い

やや
高い

高い 低い
やや
低い

低い 高い 低い
やや
低い

やや
高い

高い 縮小 ⑥

総合評価判定

現状維持 ③ ⑤1 ② 3

①　

1 2 ③ 4 1 2 ③ 4 4

拡充 ④　 ②　レ

外部評価の実施数 3 3

財源

決算額

評価視点 今後の方向性

妥当性 有効性 効率性 成
果
の
方
向
性

目標値実績値
（事後評価）

275 特定 一般

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

一般

評価指標
目標値目標値 中間値

（事中評価）
実績値

（事後評価）

H27 H28 H29

中間値
（事中評価）

3 0 3

（千円） （千円）

予算対応275

（千円）

131

特定 0 一般 131 特定

事務事業名 行政評価推進事業 担当課 企画課

概要

対象： 市民全体 体系 B-6-3-1

手段：

年度別
事業内容

平成27年度（1年次） 平成28年度（2年次） 平成29年度（3年次）

○行政評価の実施
○行政評価委員会の開催
○委員会への市民の参画
○第五次総合計画の進捗管理

○行政評価の実施
○行政評価委員会の開催
○委員会への市民の参画
○第五次総合計画の進捗管理

○行政評価の実施
○行政評価委員会の開催
○委員会への市民の参画
○第五次総合計画の進捗管理
○実施計画（H30-32）の策定

事務事業（給与費等除く）や施策の内部評価と行政評価委員会による外部評価を行
う。

新/継 継続

意図：
事業の成果や、価値・行政サービスの質の向上を図り、効果的、効率的かつ戦略的
な自治体経営を行う。

区分 ソフト



平成２８年度　事務事業評価シート

○実施計画

予算額 計画額

○評価指標

○事中評価

○事後評価

部課等 企画政策部企画課 職名 係長・主任 氏名 山田　崇・松倉　昌希 連絡先（内線）

部課等 企画政策部企画課 職名 課長 氏名 高砂　進一郎 連絡先（内線）

取組内容

総合評価 休廃止 ⑦　レ

最終評価者 1350

成果

課題

第1次評価コメント 事業の成果を次期中期戦略策定に生かすこと。

　A：計画どおりに事業を進めることが適当
　B：事業の進め方の改善の検討
　C：事業規模・内容・主体の見直し検討
　D：事業の統合・休廃止の検討

Ｄ
皆減 縮小 現状維持

当年度開始後、約
6ヶ月が経過し新
たに生じた問題等

行政研究機関（地域シンクタンク）の研究について、現在の行政組織や推進体制における課題を調査・研究す
る段階から、課題解決を図るための実行段階に進む必要がある。

作成担当者 1355・1352

第2次評価コメント －

区分 年間（4月～3月）

低い
やや
高い

高い

新年度の予算要
求事項

（改革・改善案）

本事業で整理された課題や改善策を、次期中期戦略策定における庁内策定チームの仕組みづくりに継承する
ことで、行政研究機関の検討を継続する。また、大学での講義、ゼミ等の実施による学生へのプロモーションは
一定の成果を挙げているため、シティプロモーション事業における展開を検討する。これに伴い本事業を廃止す
る。

拡大

コスト投入の方向性

総合評価判定

低い
やや
低い

やや
高い

高い
やや
低い

やや
高い

高い 低い
やや
低い 縮小 ⑥

③4 現状維持

成
果
の
方
向
性

拡充

1 ② 3 4 1

評価視点 今後の方向性

妥当性 有効性 効率性

1 2 ③

2040

4

④ ②

⑤

①

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値

② 3

4 2

共同研究開催数 20 40 40 20

学生との現地フィールドワーク開催数 2 4 4 2

評価指標
H27 H28 H29

中間値
（事中評価）

982

1,262 特定 一般

1,762

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

年度別
事業内容

平成27年度（1年次） 平成28年度（2年次） 平成29年度（3年次）

○職員派遣、共同研究実施 ○信州大学及び民間企業等への職員
派遣、共同研究実施

（千円）

財源

決算額 （千円）

500 一般

（千円）

特定 一般 982 特定

事務事業名 知の拠点推進事業 担当課 企画課

概要

対象： 市民全体、市職員、高等教育機関 体系 B-6-3-1

手段：
信州大学への職員派遣、
地域課題を解決する共同研究実施、重点プロジェクト推進・個別計画策定支援

新/継 継続

意図： 円滑な施策推進、課題解決のための企画、立案 区分 ソフト



平成２８年度　事務事業評価シート

○実施計画

予算額 計画額

○評価指標

○事中評価

○事後評価

部課等 企画政策部企画課 職名 主任 氏名 北野幸徳、小野貴博 連絡先（内線）

部課等 企画政策部企画課 職名 課長 氏名 高砂　進一郎 連絡先（内線）

新年度の予算要
求事項

（改革・改善案）

新年度のテーマについては、次期中期戦略の重点施策につながるものを設定し、課題の構造化や革新的な施
策提案など本プログラムをより戦略的・効果的なものとして活用する。予算については、地方創生推進交付金を
活用し、本年度の枠の中で対応するが、スケジュールについては、次期中期戦略の策定と整合をとるため、本
年度より3週間前倒しして、実施できるよう調整を図る。

第1次評価コメント 計画どおり実施

B

⑦

やや
高い

高い 低い

作成担当者 1351

第2次評価コメント －

区分 年間（4月～3月）

取組内容

⑥
やや
低い

やや
高い

高い 縮小

　A：計画どおりに事業を進めることが適当
　B：事業の進め方の改善の検討
　C：事業規模・内容・主体の見直し検討
　D：事業の統合・休廃止の検討

当年度開始後、約
6ヶ月が経過し新
たに生じた問題等

地方創生協働リーダーシッププログラム（第Ⅱ期）を6月から7月に実施し、各テーマに対する提案を各担当課に
おいて施策につなげるよう現在検討しているところ。本プログラムは、MICHIKARA全国フォーラムへ発展するな
ど極めて高いプロモーション効果を上げているとともに、プログラム参加職員の意識向上が図られるなどの人材
育成としての効果も高い。各テーマの仕様書最終化前に理事者の意向との擦り合わせが課題として挙げられ
る。

4 現状維持

やや
低い

やや
高い

高い 低い

最終評価者 1350

成果

課題

皆減 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

やや
低い

4 1 ② 3

④ ②　レ ①

1 2 ③ 4 1 2 ③

妥当性 有効性 効率性 成
果
の
方
向
性

拡充

総合評価判定 総合評価 休廃止

③ ⑤

低い

評価視点 今後の方向性

5 5 5地域・行政課題に対する解決案の創出

2,500

評価指標
H27 H28 H29

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値

（千円）

2,500 一般

（千円）

0 特定 1,250

年度別
事業内容

平成27年度（1年次） 平成28年度（2年次） 平成29年度（3年次）

○行政課題等の抽出
○地方創生協働リーダーシッププログ
ラムの実施
○課題解決案と行政評価（事中評価）
との連動

○行政課題等の抽出
○地方創生協働リーダーシッププログ
ラムの実施
○課題解決案と行政評価（事中評価）
との連動

（千円）

財源

一般 1,250

2,500 プロジェクト業務委託

特定 一般 0 特定

【Ｈ27国補正】

決算額

事務事業名 民間活力導入事業 担当課 企画課

概要

対象： 本市の地域課題や行政課題、事業担当職員 体系 B-6-3-1

手段：

意図：
地域課題や行政課題の解決が図られるとともに、本市職員の民間活力活用への意
識向上を促進する。また、本事業を通じたシティプロモーションの推進を図る。

区分 ソフト

本市の抱える地域課題や行政課題に対し、首都圏の大手企業等のプロフェッショナ
ル社員と担当職員が協働により課題解決案を検討し、翌年度の予算編成に活用す
る仕組みを構築する。

新/継 新規



平成２８年度　事務事業評価シート

○実施計画

予算額 計画額

○評価指標

○事中評価

○事後評価

部課等 企画政策部企画課 職名 課長補佐 氏名 中野　知栄 連絡先（内線）

部課等 企画政策部企画課 職名 課長 氏名 高砂進一郎 連絡先（内線）

事務事業名 統計調査諸経費 担当課 企画課

概要

対象： 市民全体、市職員 体系 B-6-3-4

手段：
各種統計調査の結果を、「統計しおじり」、「統計からみた塩尻市のすがた」にまとめ
発行するほか、市ＨＰ、グループウェア等で公表し、施策立案等の基礎データを提供
する。

新/継 継続

意図：
「証拠に基づく施策立案－ＥＢＰＭ－」を念頭に、客観的事実に基づいた施策立案を
サポートする。

区分 ソフト

年度別
事業内容

平成27年度（1年次） 平成28年度（2年次） 平成29年度（3年次）

○統計しおじり等の発行 〇地域経済分析システム（ＲＥＳＡＳ）
等、統計データ利活用の促進
〇統計しおじり等の発行

〇地域経済分析システム（ＲＥＳＡＳ）
等、統計データ利活用の促進
〇統計しおじり等の発行

（千円） （千円）

499

財源

決算額 （千円）

1,223

特定

503 予算対応

一般 特定 4 一般

12

特定 一般

評価指標
H27 H28 H29

中間値
（事中評価）

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値

地域経済分析システム（ＲＥＳＡＳ）等、統計データ利活用の促進(回） 　 　 　 0 　 6

実績値
（事後評価）

　 　 　 　 　 　 　

低い
やや
低い

　

④ ②　レ ①　

1 2 ③ 4 1 2 ② 3 4

評価視点 今後の方向性

妥当性 有効性 効率性 成
果
の
方
向
性

拡充

やや
高い

高い 低い
やや
低い

やや
高い

1③ 4

総合評価 休廃止 ⑦

高い 低い
やや
低い

やや
高い

高い

現状維持

⑥縮小

③ ⑤　

　A：計画どおりに事業を進めることが適当
　B：事業の進め方の改善の検討
　C：事業規模・内容・主体の見直し検討
　D：事業の統合・休廃止の検討

Ｂ
皆減 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

総合評価判定

当年度開始後、約
6ヶ月が経過し新
たに生じた問題等

「統計しおじり」のデータや、各種統計調査の結果は、市のホームページや掲示板等で随時公表しているが、統
計データを施策策立案などに積極的に活用してもらうための、データ加工や本市独自の集計等が課題となって
いる。特に、地方創生の新たな制度、地域経済分析システム（ＲＥＳＡＳ）の利活用を促進する必要がある。

新年度の予算要
求事項

（改革・改善案）

「統計しおじり」等のデータと合わせて、地域経済分析システム（ＲＥＳＡＳ）のデ－タについて、本市独自のデー
タベース化を図るなど、グループウェア等で利活用を促進していく。

第1次評価コメント 計画どおり実施すること。

第2次評価コメント －

区分 年間（4月～3月）

取組内容

最終評価者 1350

成果

課題

作成担当者 1353



平成２８年度　事務事業評価シート

○実施計画

予算額 計画額

○評価指標

○事中評価

○事後評価

部課等 企画政策部情報政策課 職名 主任 氏名 中嶌　剛司 連絡先（内線）

部課等 企画政策部情報政策課 職名 課長 氏名 金子　春雄 連絡先（内線）

事務事業名 住民情報等電算システム管理事業 担当課 情報政策課

概要

対象： 市民全体 体系 B-6-3-4

手段：

年度別
事業内容

平成27年度（1年次） 平成28年度（2年次） 平成29年度（3年次）

○住民情報関連業務運用リース
○クラウド用ネットワーク費用負担 金
○全国住所辞書保守費用
○マイナンバー対応

○住民情報関連業務運用リース
○クラウド用ネットワーク費用負担 金
○全国住所辞書保守費用
○マイナンバー対応

○住民情報関連業務運用リース
○クラウド用ネットワーク費用負担 金
○全国住所辞書保守費用

外部のクラウドサービスを活用した業務実施 新/継 継続

意図： 住民情報業務の安定稼動による住民サービスの向上 区分 ソフト

6,220

（千円） （千円）

3,900

特定 一般 3,900

評価指標
H27 H28 H29

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

一般 5,353 特定 一般 6,220

財源

決算額 （千円）

26,972

特定 21,619

目標値

システムの不具合による市民への影響件数 1 1 0 0 0

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

0

低い
やや
低い

2,000マイナンバーカードの発行枚数 0 791 500 3,429 1,500

② 3 4

評価視点 今後の方向性

妥当性 有効性 効率性 成
果
の
方
向
性

拡充 ④ ② ①　

1 2 ③ 4 1 2 ③ 4 ③　レ ⑤現状維持

⑥

総合評価判定 総合評価 休廃止 ⑦

高い 低い
やや
低い

やや
高い

高い 縮小
やや
高い

高い 低い
やや
低い

やや
高い

1

当年度開始後、約
6ヶ月が経過し新
たに生じた問題等

マイナンバー制度の総合運用テストについて仕様が提示され、補正予算にて対応した。マイナンバー制度自体
に未だ決定されていない要素があるため、補助金対応等、その都度柔軟な対応が求められている。

新年度の予算要
求事項

（改革・改善案）

平成３０年度は住民情報システムの更新を予定している。このシステムのリース料は当課を含む９課の１４予算
科目に振り分けられており、影響が大きいため、他自治体との共同化を含めて検討していく必要がある。

第1次評価コメント 計画どおり実施すること。

　A：計画どおりに事業を進めることが適当
　B：事業の進め方の改善の検討
　C：事業規模・内容・主体の見直し検討
　D：事業の統合・休廃止の検討

Ｃ
皆減 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

最終評価者 1380

成果

課題

作成担当者 1383

第2次評価コメント －

区分 年間（4月～3月）

取組内容



平成２８年度　施策評価シート

１　施策の位置付け

包括

9

1

２　施策の指標における成果

位

位

位

％

３　施策を構成する事務事業の評価（取り組み別）

1

４　施策の評価

　○　事中評価

(1)

(2)

(3)

　○　事後評価

(4)

所属 企画政策部企画課 職名 課長 氏名 高砂　進一郎

所属 企画政策部 職名 部長 氏名 古畑　耕司

記号
番号 施策を構成する事務事業名 担当課

事業費
重点化

方向性

H27 H28

443

評価者

評価視点 評価コメント

事業構成の適正性
シティプロモーション戦略の本格的な展開により、ふるさと寄附金事業、プロ人材や学生の還流、シビックプライドの醸成では順調に成
果を上げている。ふるさと寄附金事業のアウトソーシングによって余力が生まれた人的資源を、子育て世代等のターゲットへの訴求に
投入し、より踏み込んだプロモーションを進めていきたい。

事業の重点化
第1期中期戦略の最終年度を迎え、戦略の着実な推進を図るため、プロモーション負担金の内容の棚卸しを行い精査するとともに、ふ
るさと寄附金事業は、アウトソーシングの効果を発揮するべく事業規模を拡大し、本市のファンと自主財源の確保・増加を図る。

役割分担の妥当性
ふるさと寄附金の返礼品選定、創造を切り口に、商工会や民間企業、学生等の多様な主体を巻き込んだ協働体制を構築し、シティプロ
モーション事業の担い手を拡大していく。

施策指標の分析

作成者

H29 成果 コスト

手段 シティプロモーション戦略に基づいて、市外を中心とした市場に対して選ばれるためのプロモーションを展開します。

その他
成果

300位以内統計 地域ブランド調査情報接触度全国ランキング（1,000市町村） ― 453 525

取り組み② コミュニケーション戦略の実行

統計 地域ブランド調査認知度全国ランキング（1,000市町村） ― 441

統計 地域ブランド調査魅力度全国ランキング（1,000市町村） ― 466

市民 塩尻市を他地域に誇れると感じる市民の割合 ― 46.9 64.7

基本戦略 基本戦略を包括し機能的に推進するプロジェクト

重点プロジェクト 地域ブランド・プロモーション

施策 地域ブランドの創造

53.6

H28

◎ 拡充 拡大 ①

H29 H29

300位以内

H27

439

300位以内

シティプロモーション事業 企画課 39,442 38,982 52,558

目的
「ワイン・漆器・農産物」等の地場産品に関連した地域イメージに加え、「交流」や「移住」の地としても本市をアピールするため、本市の地域資源を活用
するとともに、ターゲット層や他地域と比較した強みを明確化し、戦略的にプロモーションを推進します。

指標
単
位

基準値 達成値 目標値

H25 H26



平成２８年度　事務事業評価シート

○実施計画

予算額 計 計画額 計

ふるさと寄附返礼品

その他 その他

○評価指標

○事中評価

○事後評価

部課等 企画政策部企画課 職名 主事 氏名 赤坂　直美 連絡先（内線）

部課等 企画政策部企画課 職名 課長 氏名 高砂　進一郎 連絡先（内線）

事務事業名 シティプロモーション事業 担当課 企画課

概要

対象： 首都圏等の子育て世代・若者（アクティブに仕事や趣味、子育てをこなす生産年齢層） 体系 D-9-1-2

手段：

年度別
事業内容

平成27年度（1年次） 平成28年度（2年次） 平成29年度（3年次）

○シティプロモーション戦略・移住定住
促進アクションプランの策定
○シティプロモーション実施主体の構築
○ふるさと寄附金事業【プレミアム塩尻
プレゼント】

○ふるさと寄附金事業
○移住・定住・好住促進アクションプラ
ンの推進
○地域おこし協力隊の活動

○ふるさと寄附金事業
○移住・定住・好住促進アクションプラ
ンの推進
○地域おこし協力隊の活動

多様な主体によるアクションプランの展開 新/継 継続

意図：
ターゲットに対する購買・訪問・居住・定住意向の醸成、本市の認知度・イメージの向
上

区分 ソフト

3,002 2,802

21,000

【H27国補正 Ｈ28繰越】

（補正：ふるさと寄附事業委託　6,776）

（千円） 38,982 （千円） 52,558

地域おこし協力隊 7,980 地域おこし協力隊 7,980

7,000

7,000 一般 45,558

シティプロモーション推進負担金 5,000

ふるさと寄附事業委託 6,776

ふるさと寄附返礼品 30,000

特定 5,900 一般 33,542 特定 7,000 一般 31,982 特定

目標値目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

財源

決算額 （千円） 39,442

39,442

25

600

評価指標
H27 H28 H29

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

8,000

ワーキング参画人数 15 30

実施主体（多様な担い手）の参画数 14 20 20 15

ツーリズム参加人数 325 400 500

80 25

①　レ

30

新たに塩尻を認知した人数 6,000 3,000 7,000

ふるさと寄附金件数 86 935 200 321 1,000

評価視点 今後の方向性

妥当性 有効性 効率性 成
果
の
方
向
性

拡充 ④

4 ③1 ② 3

②

500

3 4 1 ② 3

やや
低い

やや
高い

やや
低い

やや
高い

○ふるさと寄附…各自治体の返礼品競争の側面があり、本市の認知度向上や財源確保のためには、強みを生かしたマー
ケティングやプロモーション、魅力ある返礼品のさらなる選定・開発、振興公社との連携が必要。今後、国の方針により、随
時打ち手を検討・実施していかなければならない。
○移住定住好住促進アクションプラン…シティプロモーション活動協議会を中心にフレキシブルかつスピーディーに事業を実
施するにあたり、ターゲットに訴求する効果的なプロモーションを見極め、継続する必要がある。
○地域おこし協力隊…新任の空き家コーディネーターを含めてシティプロモーションサイト「塩尻耕人」「塩尻タイムス」などで
隊員の情報発信を行っているが、さらに効果的な情報発信や成果の顕在化が必要。

新年度の予算要
求事項

（改革・改善案）

高い 低い低い

休廃止 ⑦

高い 低い
やや
低い

やや
高い

高い 縮小

当年度開始後、約
6ヶ月が経過し新た

に生じた問題等

　A：計画どおりに事業を進めることが適当
　B：事業の進め方の改善の検討
　C：事業規模・内容・主体の見直し検討
　D：事業の統合・休廃止の検討

3020

皆減 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

1 ②

○ふるさと寄附…返礼品にセイコーの時計などの高額な商品の追加ならびに事務事業を公社へ委託することにより、ふるさ
と寄附金事業費の増額を要求するが、寄附額の増額も目指す。（Ｈ27予算　70,000千円→Ｈ28予算見込　100,000千円）
○シティプロモーション推進負担金…細事業評価シートによる事業の棚卸しを行い、全体予算規模は縮小する。

第1次評価コメント
計画どおり実施。地域おこし協力隊の活動を職員がフォローし、成果を顕在化させること。
負担金は減額とし、本来のターゲットである子育て世代へのアプローチを強化した事業展開を図ること。
ふるさと寄附は、民間委託によるメリットを生かし、事業拡大を図ること。

4 現状維持

総合評価判定 総合評価

⑤

成果

第2次評価コメント 計画どおり実施

区分

最終評価者 1350

課題

作成担当者 1355

C

⑥

年間（4月～3月）

取組内容

シティプロモーション推進負担金



平成２８年度　施策評価シート

１　施策の位置付け

包括

9

2

２　施策の指標における成果

人

位

３　施策を構成する事務事業の評価（取り組み別）

1

４　施策の評価

　○　事中評価

(1)

(2)

(3)

　○　事後評価

(4)

所属 企画政策部企画課 職名 課長 氏名 高砂　進一郎

所属 企画政策部 職名 部長 氏名 古畑　耕司

基本戦略 基本戦略を包括し機能的に推進するプロジェクト

重点プロジェクト 地域ブランド・プロモーション

施策 子育て世代や若者の呼び込み

±0人

H28 H29 H29

目的
都市部の子育て世代や学生、本市在住の若者等を対象とした移住・定住促進のプロモーションと平行して、移住・定住を促進する地域の仕組みの構
築を促進し、20歳代から40歳代の人口の確保に努めます。

指標
単
位

基準値 達成値 目標値

H25 H26 H27

統計 20歳～49歳の社会増加数 ― △33 163

250位以内統計 地域ブランド調査居住意欲度全国ランキング（1,000市町村） ― 327 385

その他
成果

取り組み① 移住・定住の促進

手段
首都圏等の子育て世代や学生を対象に、本市に移住・定住するためのきっかけづくりに取り組みます。移住・定住を支援する体制を構築し、モデル
ケースを創出するなど人口誘導を図ります。

方向性

H27 H28

31,866 ○ 拡充 縮小 ④

H29 成果 コスト 記号
番号 施策を構成する事務事業名 担当課

事業費
重点化

企画課 5,903 35,491

評価者

評価視点 評価コメント

事業構成の適正性
28年度は、移住定住促進アクションプランに沿い、空き家の利活用支援・関係者のネットワーク化及び移住定住促進のインセンティブ制
度の基盤を構築したので、29年度は支援策の本格展開を図る。また、次期中期戦略では、シティプロモーション事業と合わせ、構成する
細事業の棚卸しを行い事業の組み換えを行うとともに、ターゲットに訴求する移住定住促進策が必要である。

事業の重点化
空き家の利活用は、移住定住促進はもとより貴重な地域の資産として、多様な主体の連携により推進する必要がある。よって、コーディ
ネート業務の強化を図るため人的措置を拡充する。

役割分担の妥当性 不動産業界との協働体制が確立でき、今後は、さらに地域と協力した空き家の利活用が必要である。

施策指標の分析

作成者

移住定住促進事業



平成２８年度　事務事業評価シート

○実施計画

予算額 計画額

地域おこし協力隊 地域おこし協力隊

空き家コーディネータ委託 空き家コーディネータ委託

地場産品プレゼント事業 地場産品プレゼント事業

補助金 補助金

負担金 負担金

○評価指標

○事中評価

○事後評価

部課等 企画政策部企画課 職名 主任 氏名 小野　貴博 連絡先（内線）

部課等 企画政策部企画課 職名 課長 氏名 高砂　進一郎 連絡先（内線）

ソフト

対象： 首都圏等の子育て世代、若者、学生 体系 D-9-2-1

手段： 移住・定住に係る支援体制の構築、交流事業の実施、不動産情報等の発信 新/継 継続

30

3,990

事務事業名 移住定住促進事業 担当課 企画課

概要

31,866

財源

特定 20,000 一般 11,866

7,846

20,000 15,000

6,471

年度別
事業内容

平成27年度（1年次） 平成28年度（2年次） 平成29年度（3年次）

意図： 人口減少、少子高齢化を抑制するため、対象の移住・定住を促進する。 区分

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

○地域おこし協力隊の募集・　採用
○空き家バンクWebサイトの構築・運
用
○関係機関等との連携支援体制の
構築、マネジメント
○交流事業（セミナー等）・イベントの
実施
○関連事業のパッケージング
○支援メニュー検討、実施

○地域おこし協力隊の活動
○移住定住コーディネート
○移住促進地場産品プレゼント
○空き家利活用事業補助金

○地域おこし協力隊の活動
○移住定住コーディネート
○移住定住地場産品プレゼント
○空き家利活用事業補助金

10,491

決算額 （千円） 5,903

特定

3,990

（千円） 35,491 （千円）

5,903
5,000

30

5,000

目標値

ハンズオン移住相談件数 10 25 20 10

実績値
（事後評価）

一般 5,903 特定 25,000 一般

60

評価指標
H27 H28 H29

中間値
（事中評価）

40

目標値 中間値
（事中評価）

評価視点 今後の方向性

支援メニュー（補助金）の利用者数 6

③1 ② 3 4 1 ②

妥当性 有効性 効率性

3 4 1 ②

6

地域おこし協力隊が起こした事業数 1 4 2 4

50 38

5 6

移住者対象マッチング企画（首都圏等） 2 6 4 3 6

やや
高い

高い 縮小 ⑥

⑤3

成
果
の
方
向
性

拡充 ④　レ ② ①　

4 現状維持

やや
低い

やや
高い

高い 低い
やや
低い

低い 高い 低い
やや
低い

やや
高い

総合評価判定 総合評価 休廃止 ⑦

作成担当者 1356

最終評価者 1350

取組内容

成果

課題

　A：計画どおりに事業を進めることが適当
　B：事業の進め方の改善の検討
　C：事業規模・内容・主体の見直し検討
　D：事業の統合・休廃止の検討

C
皆減 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

当年度開始後、
約6ヶ月が経過し
新たに生じた問題

等

空き家について、移住定住を促進する「地域の資産」とするため、支援体制の確立や不動産業界団体との
連携、空き家利活用のための助成制度等を着実に推進している。空き家所有者へのワンストップサポート体
制を構築するため、塩尻市振興公社（空き家コーディネーター）に委託し、その中でアンケート（DM）等を活用
した物件開拓をしているが、空き家の顕在化（課題の解消）に時間、労力がかかっている。

新年度の予算要
求事項

（改革・改善案）

空き家の顕在化の時間軸と、補助金の規模が乖離しているため、補助総額を減額する。一方、コーディネー
タ委託費を増やし人的体制を強化。空き家コーディネーターや不動産業界と連携し、居住物件と利用希望者
とのマッチングを支援して、空き家の利活用促進につなげるとともに、特定空き家も含めた一体的な空き家
対策を検討する。

区分 年間（4月～3月）

第1次評価コメント
計画どおり実施。空家対策は、人的措置を加えたため、より強化して推進すること。
地場産品プレゼントは、適正規模に見直したため、効果的に推進すること。

第2次評価コメント
計画どおり実施すること。
空き家対策は、推進しながら更に制度を固めること。



平成２８年度　施策評価シート

１　施策の位置付け

包括

10

1

２　施策の指標における成果

％

事業

人

％

％

３　施策を構成する事務事業の評価（取り組み別）

1

４　施策の評価

　○　事中評価

(1)

(2)

(3)

　○　事後評価

(4)

所属 企画政策部情報政策課 職名 課長 氏名 金子　春雄

所属 企画政策部 職名 部長 氏名 古畑　耕司

維持 維持 ⑤グループウェアシステム運用事業 情報政策課 9,477 9,479 9,477

H27 H28 H29 成果 コスト 記号

手段
地域の特性や実情にあったコミュニティーを支える仕組み作りのため、人材発掘や多様な主体の参加を促進するとともに、ＳＮＳを利用して幅広い市
民の声を収集できる仕組みを構築し、多様な声を生かした地域活動を支援します。

取り組み② 地域活性化プラットフォームの構築

500

各支所で地域課題の解決のために実施した事業数

自治会活動などをおこなうための支援が充実していると感じる市
民の割合

― 29.1 26.8 36.1

50.3

市民

施策指標の分析

作成者

評価者

評価視点 評価コメント

事業構成の適正性
地域活動を下支えし、積極的な地域コミュニティへの参画を促すために地域SNSは重要であると思われる。現在のSNSを見直し、まずは
庁内で積極的に利用できる環境構築を目指す。

事業の重点化
仕事をする上では欠かせないツールであり、セキュリティ強靭化によりINTERNET系とLGWAN系が分離した際も、現在と同じように外部
からも利用でき、かつ、煩雑な操作が増加しないように対応する必要がある。

その他
成果

役割分担の妥当性
塩尻振興公社に委託して開発したシステムであり、数社の市内企業により管理されているが、責任区分があいまいな面もあることから、
委託業務の発注先を含めて検討する必要がある。

番号 施策を構成する事務事業名 担当課

○

事業費
重点化

方向性

統計 自治会加入率 80.1 ― 80.1 81.0

10

65.0

統計

H29

統計 地域活性化支援事業交付金を活用した事業の参加者数 ― 305 351

H29H28
指標

単
位

市民 地域の自治会活動に担い手として参加している市民の割合 ― 61.4

― 0 9

基準値 達成値 目標値

H25 H26 H27

基本戦略 基本戦略を包括し機能的に推進するプロジェクト

重点プロジェクト 地域課題を自ら解決できる「人」と「場」の基盤づくり

施策 地縁コミュニティーの活性化

目的
自治会活動をはじめとする各種地縁コミュニティーに多くの住民が参画し、地域課題の解決に向けて活動できるよう、地域づくり活動への補助、課題
の共有やコミュニケーションを支える基盤構築の促進、拠点施設の設置の支援等を行い、各地域における確かな暮らしの継承を支援します。



平成２８年度　事務事業評価シート

○実施計画

予算額 計画額

○評価指標

○事中評価

○事後評価

部課等 企画政策部情報政策課 職名 係長 氏名 北井　啓太 連絡先（内線）

部課等 企画政策部情報政策課 職名 課長 氏名 金子　春雄 連絡先（内線）

総合評価判定 総合評価 休廃止

区分 年間（4月～3月）

第1次評価コメント 計画どおり実施

第2次評価コメント －

　A：計画どおりに事業を進めることが適当
　B：事業の進め方の改善の検討
　C：事業規模・内容・主体の見直し検討
　D：事業の統合・休廃止の検討

A

当年度開始後、約
6ヶ月が経過し新
たに生じた問題等

グループウェア再構築から約２年が経過し、サーバー保存容量増加などに注意し、安定化に向けてさらなる改
善が必要。また、セキュリティ強靭化対策を行うため、ネットワーク構成等を見直す必要がある。
SNSについては、利用が伸び悩んでいる。

新年度の予算要
求事項

（改革・改善案）

SNSについてはインターフェースにも問題があり、現行システムを普及させるのは困難であると考えている。現
在の委託料等の中で、これに変わるシステムを導入することを検討している。

皆減 縮小 現状維持 拡大

⑦

最終評価者 1380

取組内容

成果

課題

コスト投入の方向性

作成担当者 1382

高い 低い
やや
低い

やや
高い

高い 縮小 ⑥

④ ②

やや
高い

高い 低い
やや
低い

やや
高い

低い
やや
低い

1 ③ ⑤　レ現状維持

5

利用サイト数 1 1 2 1

①　

1 2 3 ④ 1 2 ③ 4 ③

評価視点 今後の方向性

妥当性 有効性

100

5 5

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

H29

目標値

98.6 99.6 100 100 100

2 4

評価指標
H27 H28

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

システム稼働率（%）

5改善項目（個） 7 10 14 2

効率性 成
果
の
方
向
性

拡充

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値

9,477

一般 9,479

9,479 9,477

特定 0 一般 9,477 特定

（千円） （千円）

年度別
事業内容

平成27年度（1年次） 平成28年度（2年次） 平成29年度（3年次）

○グループウエアシステム再構築
○地域ＳＮＳの機能追加
○タブレット対応
○.lg.jpドメインへの対応

○グループウエアシステム再構築
○地域ＳＮＳの機能追加
○タブレット（スマートフォン）対応

○グループウエアシステム再構築
○地域ＳＮＳの見直し
○タブレット（スマートフォン）対応

9,477

財源

決算額 （千円）

一般 9,477特定

区分 ソフト

グループウエアシステムを再構築し、地域ＳＮＳの機能追加やタブレット対応、.lg.jpド
メインへの対応実施

新/継 継続

事務事業名 グループウェアシステム運用事業 担当課 情報政策課

概要

対象：  市民（ＳＮＳ） 、市職員（グループウエア） 体系 D-10-1-2

手段：

意図：
クラウドシステムにより、何処でも利用でき、情報共有により、効率化を図る。ＳＮＳを
通じて市民参加の協働のまちづくりを促進する。



平成２８年度　施策評価シート

１　施策の位置付け

包括

10

3

２　施策の指標における成果

件

件

％

％

３　施策を構成する事務事業の評価（取り組み別）

1

新規

４　施策の評価

　○　事中評価

(1)

(2)

(3)

　○　事後評価

(4)

所属 企画政策部情報政策課 職名 課長 氏名 金子　春雄

所属 企画政策部 職名 部長 氏名 古畑　耕司

基本戦略 基本戦略を包括し機能的に推進するプロジェクト

重点プロジェクト 地域課題を自ら解決できる「人」と「場」の基盤づくり

施策 人と場の基盤の構築

目的
地域発展の基礎となる「人づくり」と「対話の場づくり」を促進するため、対話の場を積極的に設けることで、まちづくりや産業振興に関係する幅広い人
材の交流を促し、ＩＣＴを活用した地域の価値創造や課題解決を支援します。

指標
単
位

基準値 達成値 目標値

H25 H26 H27 H28 H29 H29

―

35.0

5

統計 レファレンス件数 1,861 ― 1,973 2,240

統計 市民営に向けた提案事業委託数 ― 0 2

市民
住民や企業などと行政が協力したまちづくりがおこなわれていると
感じる市民の割合

― 26.2 29.5

47.2 41.1 53.9

その他
成果

市民 ＩＣＴ情報利用環境が整っていると感じる市民の割合

手段
様々な人々の意見を集め、課題解決を進めていくため、オープンデータやビッグデータを活用した交流と連携の場を構築するとともに、ＩＣＴを活用し
て課題解決を進めていくため、ＩＣＴ街づくりの推進、オープンデータの活用、公のサービスを担うパートナー企業やＮＰＯの創出を目指します。

番号 施策を構成する事務事業名 担当課
事業費

重点化
方向性

取り組み② 未来の塩尻をつくるためのＩＣＴ基盤の構築

4,000

H27 H28

－ － －

H29 成果 コスト 記号

現状維持

評価視点 評価コメント

事業構成の適正性 行政が保有するデータの中からオープンデータを民間等に開放し、利用の方策やサービスを創出することで、効率的な社会を目指す。

縮小 ③

作成者

評価者

事業の重点化 開放できるオープンデータの種類を増やし、データを拡充する。

役割分担の妥当性 行政：保有するデータを積極的に開放する。民間等：利用形態やサービスを創出。

施策指標の分析

オープンデータ活用推進事業 情報政策課 3,164 4,100 4,100

ICT教育推進事業 情報政策課



平成２８年度　事務事業評価シート

○実施計画

予算額 計画額

○評価指標

○事中評価

○事後評価

部課等 企画政策部情報政策課 職名 係長 氏名 北井　啓太 連絡先（内線）

部課等 企画政策部情報政策課 職名 課長 氏名 金子　春雄 連絡先（内線）

事務事業名 オープンデータ活用推進事業 担当課 情報政策課

概要

対象： 市民全体、民間企業 体系 D-10-3-2

手段： アイデアソン・ハッカソンの実施、データサイエンティスト教育、ワークショップ開催 新/継 新規

意図： オープンデータを活用した地域振興（国のオープンデータ施策） 区分 ソフト

年度別
事業内容

平成27年度（1年次） 平成28年度（2年次） 平成29年度（3年次）

○体験型講座の開催
○企画・設計・運営

○集中講座による検討
○企業教育・高校生教育
○企画・設計・運営

○データ分析技術者教育
○企業支援
○企画・設計・運営

（千円）

一般 700

4,100 3,300
財源

決算額 （千円）

特定

（千円）

3,164

2,648 特定

オープンデータ推進事業

2,373 一般 791 特定 1,452 一般

20

2,600

評価指標
H27 H28 H29

中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

目標値 中間値
（事中評価）

実績値
（事後評価）

20

20

200 300

15

人材育成型ワークショップ参加人数 0 38 20 30

オープンデータ活用サイト（アプリ）利用件数 0 115 100 170

拡充 ④ ②

公開データ項目数 0 23 7 23

評価視点 今後の方向性

妥当性 有効性 効率性 成
果
の
方
向
性

①　

1 2 ③

総合評価判定 総合評価 休廃止 ⑦

現状維持 ③　レ ⑤  1 ② 34 1 2 3 ④ 4

やや
高い

新年度の予算要
求事項

（改革・改善案）

平成29年度においては実施計画に基づき実施し、県元気づくり支援金の交付を受け、子育てサイトやデータサイ
エンティスト育成などを実施する。

区分 年間（4月～3月）

　A：計画どおりに事業を進めることが適当
　B：事業の進め方の改善の検討
　C：事業規模・内容・主体の見直し検討
　D：事業の統合・休廃止の検討

B
皆減

やや
低い

やや
高い

高い 低い
やや
低い

低い 高い 低い
やや
低い

やや
高い

高い 縮小 ⑥

当年度開始後、約
6ヶ月が経過し新た

に生じた問題等

オープンデータを活用してデータサイエンス教育を実施するにあたり、当初予定開始より1ヶ月ほど遅れている。
子育て中の市民や子育てプロジェクトの職員によりワークショップを開催し、要望の多い内容について、チラシ等
からデータ作成のやり方などを学習している。

作成担当者 1382

縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

第1次評価コメント 計画どおり実施

最終評価者 1380

取組内容

成果

課題

第2次評価コメント －


